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駆り立てていった(スティール 1980=1982: 169-171)。 
4 総力戦に関しては山之内(1996: 36)を参照。 






























































































に偏っていると指摘されている(チョムスキー、ハーマン 2002=2007a: 98-103) 8。その結
果、政治エリートたちの間での主要な論争に表れた視点が報道に「反映(index)」される。あ










考えられたのである(モーゲンソー 1978=1998: 575; カー 1981=2011: 260-262)。 
8 チョムスキーとハーマンが提示した「マニュファクチャリング・コンセント」の議論において
は、多くのメディア企業は一部の大企業に所有されているため、多様性を担保することが困難であ


























































ているというものがある(Altheide 1984: 486-487; Hallin 1994: 13)。しかし、外交政策、メ
ディア、世論の関係を対象とした政治コミュニケーション論においては、結果的にメディア

































いる(Malone 1985: 199; Gilboa 2008: 57) 13。パブリック・ディプロマシーの初期の議論に
おいては、対象国への情報伝達そのものに焦点を当てて議論されていたが、研究の中心的な
関心はその情報が対象国の世論にどのように受け止められるのかという点に徐々に移行し







12 パブリック・ディプロマシーは 1960 年代、冷戦下の米国で提示された概念であるが、その発想
そのものは、外交の発生とともにあったと考えられている。そのため、古い議論を「パブリック・
ディプロマシー」という新しい用語で提示しているにすぎないという見解もある。それを実践する
米国広報庁(USIA)も、自身の存在意義を示すのに適当な用語として歓迎した(Cull 2009: 21)。 






























                                                 
14 こうした問題提起は、フルブライトを委員長とする上院外交委員会が委託した報告書の多くにみ
られた。これらの報告書は 1960 年代前半に提出されたもので、米国の外交は各国の文化などをより
深く理解する必要性が述べられていた(鶴木 1971: 51)。 



































                                                 
16 例えば、Talk to America という番組内で電話を受け付けリスナーとのコミュニケーションを図
る Call-in format の番組が放送されるようになった。最初の一年で 260 もの番組にそのフォーマッ
トが採用された(Cull 2012: 94)。 
17 こうしたイメージの向上が国際社会において重視されている背景もあり、日本においてもパブリ
ック・ディプロマシーは広く議論されている(渡辺 2011; 金子・北野 2007, 2014 など)。近年に
は、諸外国のパブリック・ディプロマシーにおけるメディアの位置付けやその戦略、そして日本が
歴史的にメディアをどのように用いてパブリック・ディプロマシーを実践してきたのかというメデ































                                                 
18 冷戦末期の天安門事件において、ボイス・オブ・アメリカの記者らが民主化を求める運動家たち
を直接取材していたが、ブッシュ政権の対中政策の方向性と合わないため、そうした内容が放送さ









(Livingston and Eachus 1995: 415) 21。この CNN 効果に関しては、これまで多くの研究
が蓄積されてきた。しかし、CNN 効果がいかなる「効果」であるのかという点は研究者に
よって異なっており、「CNN 効果」という言葉が指す定義や現象は研究者の間で一致して
いない。以下では、まず CNN 効果論を概観し、CNN 効果論におけるメディアと世論の位









                                                 








す(藤田・小林 2006: 196-200)。 

































                                                 
22 この強力なメディア効果である「アジェンダ設定効果」に関しては一層の検証が求められてお
り、懐疑的な視線を向ける研究も存在する(例えば Livingston 1997 など)。また、CNN 効果がごく
限られた条件下においてのみ見られるとし、テレビの影響力が強力だとする見解に否定的な研究も
存在する(Gowing 1994: 61-62; Strobel 1997: 161)。 
他方において、こうした見解が導き出された研究の多くは、外交政策に携わる政治エリートを中
心にインタビューしたものであり、彼らの CNN 効果の検証方法に対して疑義を呈するものもある






されるという批判もある(Bahador 2007: 10)。 





















































































































































































































































































                                                 
































































は、「国際環境」という要素を再評価する必要がある(Le 2006 参照) 29。 














































































































図 5 批判的言説分析の分析枠組み 























































































































知識となって蓄積され、次の刺激に反応する際のもとになる(Price and Tewksbury 1997: 












ることになる(de Vreese 2004 など)。そして、それぞれの場合においてその結果がどのよう
な背景によって生じたのかを考察することになる。こうした分析視座は、マス・コミュニケ
                                                 
31 例えば、疫病が発生し 600 人が死亡することが見込まれる状況の中で、①Ａという対処法を取る
と 200 人助かる、②Ｂという対処法を取ると 3 分の 1 の確率で 600 人が助かり、3 分の 2 の確率で
誰も助からない、という 2 つの選択肢がある。第一グループでは、72％が選択肢①を選び、28％が
選択肢②を選んだ。第二グループには、同じ条件の状況を与えた上で、選択肢を逆にしたものを提
示した。それは①´Ｃという対処法を取ると 400 人が死亡する、②´Ｄという対処法を取ると 3 分
の 1 の確率で 600 人が助かり、3 分の 2 の確率で 600 人が死亡する、という選択肢であった。その
結果、第二グループでは選択肢①´を選択したのは 22%、選択肢②´を選択したのは 78％となった
(Tversky and Kahneman 1981: 453)。 
32 スキーマとは、記憶の中に蓄積されている、それぞれが連結している考えや感情の一群を指す
































                                                 
33 フレームを効果論のパラダイムに位置付ける日本の代表的な研究は竹下(2008)が挙げられる。 





























































ある(Gamson 1985: 615, 617)。 
 タックマンによると、ニュースは人々が世界に接する際の「窓」としての役割を果たして








概念であると評価することも可能である(Gamson 1985: 615)。 









































































                                                 
40 想定外のことが生じた際には、想定外が生じたとき用の類型が存在する。そうした非常時の対応































                                                 























してまとめ上げる中心には、意味付けの規則性が存在する(バー 1995=1997: 74; Howarth 
2000: 7-8)。その規則性が「フレーム」であり、フレームに沿って出来事や争点の構成要素
が組織化され、一定の意味が与えられるのである(Gamson and Modigliani 1989: 3)。 
 ギャムソンの言説分析に基づくフレーム分析には、以下のような二つの特徴がある
(Gamson 1988b: 164-165; ニューマン、ジャスト、クリグラー 1992=2008: 22-25)。第一
に、社会心理学的アプローチとの差異を明確化しようとしている点である。社会心理学的ア
プローチからフレーム分析を用いたカスケード・モデルでは、マス･メディアのメッセージ




















































































































































































































































































































































































































































































































                                                 
49 現在では、「在日韓国・朝鮮人」という言葉が用いられるが、この表現が用いられるようになった































































































































第一次会談開始から 14 年後の 1965 年、日韓基本条約が正式に締結された。本章では、

















































である。1953 年 10 月 15 日、第三次会談の請求権委員会で、日本側の対韓請求権に反発し















                                                 
50 この区分は、吉澤(2005)の研究を参考にした。 


















ではないのである。」(『朝日』1953 年 10 月 22 日) 
「各新聞の報道によれば……韓国側は財産問題と直接関係のない……問題について、
殊更に言いがかりをつけている。……この主張が何ら法的根拠のない感情論であること
は、何人の目にも明白である。」(『読売』1953 年 10 月 22 日) 
「これまでの韓国側の態度は率直にいって、あまりに感情的であり、それがむしろ原
則論の形をとって現われたように思う」(『毎日』1953 年 10 月 22 日) 
「韓国側が終始一貫オール・オア・ナッシングの立場に立ち、日本側にその主張の全
面的撤回を要求して譲らぬ態度は……再考慮もとめたい点である。」(『産経』1953 年 10









                                                 
















れる(泉 1953: 434-436) 54。朝鮮人への否定的なイメージは戦後に表面化した。例えば「諸
民族」に関する好感度の調査では、1939 年では比較的高い好感度(15 集団中 5 位)を持たれ
ていた朝鮮人が、10 年後の調査では対象となった「諸民族」において最も好感度が低い集






                                                 




54 1951 年 9 月 2 日～3 日にかけて東京のサラリーマンや主婦などを対象に、朝鮮人のイメージに関








号、楠弘閣(1949)「民族好性品等の研究」『心理学研究』16 巻 2 号、に基づく。］ 
順位 1939 年 1949 年 順位 1939 年 1949 年 順位 1939 年 1949 年 
1 日本人 日本人 6 蒙古人 イタリア人 11 黒人 ユダヤ人 
2 ドイツ人 アメリカ人  7 インド人 満州人 12 イギリス人 ロシア人 
3 イタリア人 ドイツ人 8 アメリカ人 インド人 13 支那人 蒙古人 
4 満州人 フランス人 9 フランス人 中国人 14 ユダヤ人 黒人 
































                                                 
56 こうした「望ましからざる人物」(『朝日』1952 年 7 月 17 日)は、「犯罪をおかした悪質韓国人」






















そして 1957年 2月 25日に岸内閣が成立すると、日韓予備会談は妥結の方向に動き出した。
この演説にあるように、新聞紙面上でも抑留者釈放問題は人道上の問題とみなされ、ほかの
諸懸案とは切り離して早急に解決されるべきだと捉えられた。1957 年 12 月末に日韓合意
文書が調印される。しかし、その内容は抑留者釈放と日韓会談の連関を避けようとする日本
政府の意図とは異なるものであった。そこでは日韓双方が抑留している相手国の国民の相







とは、今や何人の目にも明らかである。」(『読売』1957 年 12 月 17 日) 



























                                                 
59 例えば、「韓国が日本人漁夫を理由なくして抑留するという、人道上許せぬ行為に出て、しかもこ
れを人質にして、交渉を有利にしようとするのに対して、日本政府は必要以上に譲っているとの印
象を受ける」(『朝日』1958 年 11 月 14 日)などが挙げられる。 
 日本人漁夫が理由なく抑留され、収容所でひどい扱いを日本人が受けていると批判する記事も少
なくなかった。例えば韓国の釜山収容所に関しては「ひどい釜山収容所の食物 脱走者、門司で語
る」(『朝日』1956 年 11 月 25 日)や「ひどい釜山収容所の生活 粗食に悩む八〇〇人 慰問品も半








留意すべきである(吉澤 2005: 67-69)。 
60 1956 年 2 月の衆議院本会議及び参議院予算委員会で重光葵外相が久保田発言の取り消しを言明
















売』1954 年 4 月 19 日)。この選挙の結果、李大統領率いる自由党は圧勝したが、憲法改正
は一票差で否決される(『朝日』1954 年 11 月 28 日)。しかしその二日後、与党によって一








1954 年 1 月 6 日、日本赤十字社が朝鮮在留日本人の引き上げを、国際赤十字委員会を通じ
て朝鮮赤十字会に要請した。朝鮮赤十字会は 2月 9日に帰国希望者を援助すると回答した。
これが契機となり朝鮮在留日本人の帰国問題が協議された。そして 1956 年 2 月、両赤十字
社で「平壌協定」が結ばれ、同年 4 月に日本人 36 人が帰国した。その際に数十名の在日朝






「民主主義のルール」を守らない国家として描かれている(『朝日』1956 年 3 月 30 日、1958 年 1








1957 年 12 月に抑留者相互釈放が合意され、双方が抑留者を釈放していく中で、日本側
が密入国者のうち北朝鮮への帰国希望者については韓国に送還しないという方針を明らか
にした(1958 年 2 月)。しかし、韓国側は北朝鮮への帰国希望者も韓国に送還すべきである
との姿勢は崩さなかった。この問題が重くのしかかり第四次会談は膠着状態に陥った。 
 こうした韓国の姿勢に関する報道には「正当化」フレームが適用されていた。例えば、「韓









これを許可する」と宣言した(1959 年 1 月 29 日)。帰還事業に対して慎重な態度を示してい
た岸首相であったが、帰還事業を促進する声を背景に北朝鮮への送還政策を進める藤山外
相、法務省、厚生省などの強い要請を無視できず、最終的に帰還事業を是認することになる






                                                 





























金額であった。1960 年 4 月、学生を中心とした反政府運動が各地で生じる。李大統領は内
閣改造を行うなど事態の収拾を図るも、5 月 3 日に退陣を表明する。そして、李政権の後を
引き継いだ暫定政権は憲法を改正し、議院内閣制へと転換した。その議院内閣制において、




















年 5 月 6 日に「自民党訪韓議員団」が韓国を訪問する。その目的は、日韓両国の親善友好関
係に加えて、日本からの経済援助を具体化することであった。帰国後の記者会見(5 月 12 日)
で野田卯一団長が韓国の歓迎ムードに言及したのちに、以下のように発言した(『毎日』1961













                                                 
64 発言は『毎日』(1960 年 9 月 6 日夕刊一面)の「外相メッセージ」より引用した。 
65 小坂外相の訪韓により、当時釜山で抑留されていた 40 名の日本人漁民の解放が決まり、予備交




















進しようと試みていた(『朝日』1960 年 8 月 20 日)。このように好意的に報道されていた張
政権であったが、一年という短命の政権であったため、一定の韓国イメージを析出できるほ
どの報道は見られなかった。張政権時の韓国イメージは、「友人」を想起させるものではあ





















68 例えば、「韓国『革命劇』は米の演出 異例の『干渉』で誘導 米紙の論評」(『読売』1960 年 4
月 27 日)では、李承晩政権を倒した革命は米国務省の采配によるというものや、「ア大統領帰途につ



















軍事クーデターにより中断された日韓国交正常化交渉は、1961 年 10 月に再開された(第
六次会談)。池田政権・朴政権下で日韓国交正常化は推進されていくが、同時に日本国内で
は国交正常化を反対する意見も見られるようになる。野党が国交正常化反対の立場を明確








民党日韓会談 PR 委員会 1962: 50-51)。 
では、池田政権は国交正常化をどのように捉えていたのか。1962 年 8 月 28 日、河上丈
                                                 
69 このように社会党は反対を表明していたが、權五琦が大平にインタビューしたところによると、
社会党は「日韓」の次が「日朝」であったことを承知しており、「それなら早くやれ」と盛んに主張
























四紙の報道(1961 年 5 月 17 日)では、朴政権の成立当初、韓国の政治体制を否定的に評価

















































                                                 
71 その例として「われわれは、日韓会談についてはあくまで慎重を期したいが、韓国に対する経済
協力は会談とは別に積極的に推進すべきものと考える」(『朝日』1964 年 11 月 27 日)が挙げられ
る。 
72 例えば、「最近かなり政治的、経済的に安定の方向へ進み」つつあり、「民主化への道をたどろう
としつつある」（『朝日』1961 年 8 月 4 日）や、「韓国軍事政権は一年後には民政移管を約束してお
り、来年になると、その準備のための憲法制定や総選挙など内政問題が山積している」(『朝日』





















                                                 
73 ただしこのフレームの中には以下のような要素も含まれる。それは、対日請求権交渉が政治折衝
でなされたことに対する批判があった。その例としては「やはり国民の大多数が賛成し、あとあと





74 1962 年 8 月の原水爆禁止運動をめぐって社会党・総評と共産党の路線対立が表面化し、1963 年
には二つの勢力に分裂した。こうした当時の平和運動をめぐる対立が日韓国交正常化交渉の反対運
動の運営に影響を与えたのである(吉澤 2005: 291)。 
75 また、1963 年になると米原子力潜水艦ポラリスの日本入港問題が争点化したことにより、日韓国








だ」などであった(『読売』1964 年 6 月 5 日)。『朝日』では、朴政権が直面している「経済の再建」





図 6 「嫌いな国」世論調査 
出典：NHK 放送世論調査所編(1982a: 183)。単位は%。 
 
ではいかなる対韓意識を共有していたのか。図 6 の世論調査によると、韓国を「嫌い」と
答える人の割合は 60 年から 65 年にかけて低下している78。しかし、韓国への感情で「好
き」が「嫌い」を上回ることはなかった(NHK 放送世論研究所編 1982a: 182)。これらの点
から、60 年代前半の日本社会においては韓国の否定的なイメージが共有されつつも、韓国
そのもの対しての関心が高くなかったということが言える(鄭 1995: 13-14)。 
                                                 
いらない国が最も幸福な民主主義国家であることには、だれも異論はあるまい。辞書を引かねば、
戒厳の意味のわからない国民でありたい」(1964 年 6 月 6 日)と述べられていた。 
また『毎日』は「どんなに自己の主張が正しい場合でも、民主政治にあっては、どこまでも話し










































1963 年 9 月 26 日)や「地方役員、五〇〇人以上 公安庁の調べ 日共、公務員に浸透」(『朝
日』1963 年 10 月 3 日)「『共産側の AA 諸国浸透作戦に備えを』ラスク長官が強調」(『朝














                                                 
79 共産主義への警戒心は「高杉発言」のメディアの報道に顕著に表れている(吉澤 2005: 213-
216)。『アカハタ』は 1965 年 1 月 7 日、外務省記者クラブで第七次会談の主席代表である高杉晋一
が「日本は朝鮮を支配したというが、わが国はいいことをしようとした。山には木が一本もないと
いうことだが、これは朝鮮が日本から離れてしまったからだ。もう二十年日本と付き合っていたら
こんなことにはならなかっただろう」と発言したと報道した(1965 年 1 月 10 日)。その上、この発
言が外交問題になることを恐れ、外務省はオフレコにするように各新聞社に依頼したとも報じたの
である。しかし、『朝日』はこうした「高杉発言」を批判的に捉える報道に対して疑問を投げかけ、
































































                                                 
80 『諸君！』『正論』などの一部の総合雑誌が、金日成時代の北朝鮮報道が甘かったと批判している
が、北朝鮮への帰国事業が始まった 50 年代後半から 60 年代初めごろの報道に関して言えば、『朝




はまた国際的に、どこへ出しても支持される考え方だと信ずる。」(『朝日』1958 年 7 月 10 日)や
「韓国の頑迷な態度がこの問題の解決を困難にしているのである……われわれは韓国政府が人道上
の問題と政治問題を区別し、北鮮帰国希望者問題は国際赤十字に任すとともに、全面階段をこの問
題から切り離して進めるよう要望せざるを得ない」(『読売』1958 年 7 月 11 日)などである。 





















































































社会で論争されていた(家永 1998: 187; 村尾 1969: 218; 波多野 2011: 133-134)。このよ
うに、マス・メディアは歴史教科書問題の展開に深く関与していたのである。 
1982 年の歴史教科書問題に関する先行研究においても、マス・メディアの重要性は指摘
されている。そこでは、歴史教科書問題が外交的な争点へと発展した背景には 1982 年 6 月
26 日の新聞各紙の報道があったと指摘し、歴史教科書問題の外交問題化にマス・メディア
















































表 2 歴史教科書問題をめぐるメディア・フレーム 

























































                                                 
83 「反省」フレームと「正当化」フレームという対立軸とは異なる、別のフレームとして存在して
いた「国内問題」フレームだったが、この日韓間の歴史教科書問題が収束して以降、「正当化」フレ





































181)。経済成長に伴う「満足の文化」の形成によって、60 年代から 70 年代半ばにかけて、
                                                 
84 加害者意識そのものが戦後直後になかったというと、そうではない。しかし、進歩派と言われた
戦争責任を考えていた人たちが、東アジア諸国への加害意識を正面から議論していたとはいえな
い。例えば、1956 年 8 月 13 日の『日本読書新聞』が実施した読書アンケートでは以下の点が明ら
かになった。この新聞の読者は「進歩的」と評されるインテリ層が多く、戦争は「侵略戦争」だと
捉える人が多かった。それに対し、戦争責任の問題については、その関心が国内における責任追及














されるようになった(吉田 2005: 174)。また、日中国交正常化(1972 年)前後に、ジャーナリ
ストの本田勝一や平岡正明などが日本軍による残虐行為を記した著作を発表するなど、加
害者という視点が提示されるようになったのである(大嶽 2007: 7)。 
こうした東アジア諸国に対する加害者意識の高まりは、世論調査でも見られた。1967 年
6 月に実施された対中国戦争に関する世論調査では、「悪いことをしたと思う」が 17.1%で









                                                 
85 表 3 にあるように、1967 年から 1972 年にかけて「悪いことをしたと思う」とする割合が増加し
た一方で、双方の調査において最多は「やむを得なかった」という選択肢であった。この選択肢の





86 田中首相は 1974 年 1 月 24 日の衆院本会議で植民地化を正当化する発言を行った。発言内容は
「韓国その他の人々の意見を伺うときに、……いつまでも民族の心の中に植え付けておるものは、
……日本の教育制度、特に義務教育制度は今日でも守っていける素晴らしいものである」というも
のであった(高崎 2002: 298)。 
表 3 対中戦争に関する世論調査 
 1967 年 6 月 1972 年 4 月 
悪いことをしたと思う 17.1 26.4 
自衛上当然だった 9.7 8.4 
やむを得なかった 35.9 46.6 
なんとも思わない 6.0 4.0 
その他 1.9 0.7 
わからない・無回答 29.4 13.9 











う事実によるものであろう」と述べられている(1970 年 8 月 15 日、下線部は筆者による加
筆。以下同)。翌年には「『日本軍国主義』論は、わが国の庶民がもはや被害者的回想の域に
とどまることを許さない。庶民自身も加害者の一部ではなかったのか、しかも、またもや加
害者になるのではなかろうか」(1971 年 8 月 15 日)と論じている。『毎日』では、1975 年に
「30 年前のこの日、わが国は……全面降伏した。それは、日中戦争以来の侵略戦争の完全
な挫折を意味していた」と述べている。『読売』は、1980 年に「両親、親戚の人々が、どう
戦争に関わったのか、どんな被害を受け、また加害者になったのか」(1980 年 8 月 15 日)と
している。これらの「加害者」「侵略」といった言葉で表わされる過去の反省をめぐる価値






























て捉えられていた 1982 年 6 月 26 日から 7 月 22 日までとし、第二の期間を「反省」フレ
ームが歴史教科書問題を報道する際に適用されてから宮沢談話が発表されるまでの 7 月 23

















(『毎日』6 月 27 日) 
  「問題となるところは、価値観、史観、信条等にかかわることが多く、見解が対立する
ことにもなろう。いずれにしても必要以上のアクセントをつけた記述は、教科書としてふ
                                                 
87 『読売』、『朝日』はデータベース(聞蔵Ⅱビジュアル、ヨミダス歴史館)を用いた。検索ワードは








































1982 年 8 月 14 日「『教科書』を政争の具にするな」)。 































どちらが正しいかわからない」と語ったのである(『朝日』7 月 24 日 3 面)。韓国ではこれ
                                                 
ップたちが全面改定にということになってしまったが、……全面改定は政治的中立という教科書会
社のイメージからいっても損。経費もかかるし、やめちゃえということになった」という発言が
『読売』(1982 年 12 月 15 日)に掲載された。 
92 それは、毎日新聞編集委員へのインタビューからも明らかである。当時の編集委員の原田三朗
は、「私どもにとって教科書問題は、まだ終わっていないし、6 月 26 日の報道を持って始まりとも
















(『朝日』7 月 27 日)  
 「『歴史の過ちを教えることは、日本を愛する子を育てるのに障害がある』といっ
た考えや、それを反映するかのように、暗い部分をあえて削ったり、過ちを薄めたり




























日には、各国で 8 月 15 日にどのように教科書問題が報道されたのかを大々的に取り上げる
など、7 月下旬から 8 月中旬にかけてメディアは東アジア諸国の反応を集中的に取り上げて
いたと言える(図 7) 95。当時の報道は以下のようなものであった。 
 
  「もはや“教育”の問題ではない。政府が適切な手を打たないと、中国、韓国をはじめ
とするアジア諸国との、深刻な政治問題に発展する可能性が強い」(『読売』8 月 4 日) 
  「まず、政府は、教科書から消させた“侵略”という用語を元に戻す用意のあることを
率直に表明してほしい」(『朝日』8 月 5 日) 
  「両国との信頼を回復するためには、過ちを率直に認め、教科書再改訂の欲求に一日も
早く沿うのが唯一の方法だ」(『毎日』8 月 12 日) 





を要求する外交姿勢へと変更した(金栄鍋 2008: 162-165)。 
95 8 月 15 日には、東アジアの各国で教科書問題の日本政府の対応を批判する社説が掲載された。例
えば、タイの『ネーション・レビュー』紙は「日本政府はこの犯罪的な歴史の再演を防止するため
に、青少年に日本が中国、朝鮮などの国を侵略した事実の歴史を知らせるべきである」と述べた。




検索期間は 1982 年 6 月 26 日から 8 月 31 日まで。宮沢談話に対する各国の反応が、各国のメディアで報道され、それが日本のメディアで
取り上げられることを考慮し 8 月 31 日までとした。検出された両紙の全記事から外国メディアに言及している記事を抽出した。該当記事件
数は『朝日』107件(全 512件)、『読売』65 件(全 253 件)であった。 




















「各国の教科書比較すれば…日本の教科書 カゲの部分強調しすぎ」(8 月 3 日) 
 「中国の対日抗議 日中関係の主導権回復狙う 日本人のしょく罪意識を刺激 有利
な立場作りへ」(8 月 4 日) 
 「世界と日本の教科書の相違は 日本戦後のしこりまだ残る」( 8 月 5 日) 
 「『日教組の批判は検閲の論理』 江藤淳氏が寄稿」(8 月 7 日) 
 「執筆者の記述変更理由 『学問的に反論できぬ』や『自主規制した』それも 3 冊だ
け 不変更は 6 冊」(8 月 11 日) 






























































































































簡単に鎮まるとは思えない」(8 月 27 日)、『朝日』は「今回の政府見解の表現には、いまひ
とつ率直さが足りない。残念なことである」(8 月 27 日)、『毎日』は「これで外交問題とし































                                                 
97 戦争の話題に関する世論調査では、75 年と比較すると 82 年は「愛国心のすばらしさ」や「日本
軍の勇敢さ」が減少し、「日本軍の残虐さ」が増加したことが明らかになった。歴史教科書問題を通
じて、「加害者意識」が日本社会で広く共有されたと言える(NHK 総合放送文化研究所『NHK 放送
研究と調査』1983 年 5 月号、単位は%)。 
戦争の話題 1975 年 1982 年 戦争の話題 1975 年 1982 年 
戦争のみじめさ 57 41.2 指導者の戦争責任 17.3 16.4 
日本軍の残虐さ 14.5 26.7 愛国心のすばらしさ 21.2 8.7 


























































































論争が生じていた。2013 年には橋下徹大阪市長による慰安婦に関する発言や、2014 年 1 月
の NHK 籾井勝人会長が就任記者会見の場で示した慰安婦に関する見解はメディアにおい
て大きく報道された。また、2014 年 2 月には、河野談話が作成された過程を再検討するこ

























1988a: 221; Howarth 2000: 7-8)。通常、言説にはアイデアや象徴、言葉、イメージといっ
た要素を纏め上げ、言説として組織化する核となるもの、すなわちフレームが存在する

























































Mitani 2013 参照)。 
 「反省」フレームは、慰安婦問題においても適用された。1991 年は戦争に伴って生じた




表 4 慰安婦問題をめぐるメディアのフレーム 













































































































                                                 



































































謝罪するのに困難を要するのか。」(『ニューヨーク・タイムズ』 2007 年 3 月 6 日) 
「安倍首相は日本の罪への責任を率直に受け止めるべきであり、そして彼が名誉を傷


























ことを謙虚に反省すべきだろう。」(『朝日』1992 年 1 月 18 日) 
「首相は……従軍慰安婦問題で謝罪し、過ちを繰り返さないと誓った。当然だ。……
不幸な過去を未来の足かせにしてはなるまい。歴史の反省を関係強化に生かすことが大

















驚くに値しない。」(『朝日』1992 年 1 月 12 日) 
「日韓の協力には、なによりも信頼が不可欠だ。それには、「過去の歴史」に対する日本側の厳
しい反省が、常に必要だ。……日本政府の調査でも、旧日本軍が関与していたことが明らかだ。
……首相も訪韓の際、公式の場で率直な謝罪を表明すべきだ。」(『読売』1992 年 1 月 15 日) 
「成熟した日韓関係を築くには、過去の歴史を清算する誠実な努力がまず日本政府に求められ
























                                                 
102 河野談話(正式名称:慰安婦関係調査結果発表に関する内閣官房長官談話)とは、1993 年 8 月 4




















当然のことだ。」 (『読売』1992 年 7 月 7 日)             
「これを直視して謝罪の道を考えることこそ、歴史に対する私たちすべての責任だと
思う。……当時の政府や軍が事実上の管理、運営にあたっていたと言わねばなるまい。
率直にそう認めることが、潔い態度などではないか。」(『朝日』1992 年 7 月 8 日) 
「問題はまだまだ終わらないことを肝に銘ずるべきである。……日本は、過去の日本
の所業によって青春を棒に振った、すべての人々を慰めるに足る対策を考えねばならな













証言したものである。1992 年 3 月末、現代史家の秦郁彦が吉田証言の検証のために済州島






                                                 
も外国にはある。……それが誤りであることを示すためにも、戦後補償という問題に、正面から
向き合わなければならない。道義に照らして恥ずかしくない対応が必要だ」(『朝日』1993 年 8
月 4 日) 
「広い意味とはいえ、『強制性』があった以上、その意に反して慰安婦とされた女性たちの苦痛
と恥辱は計りしれまい。彼女たちの名誉回復のためにも、事実を公表したのは当然のことだ。河













する動きが出てくるようになる。1993 年 8 月 10 日、就任直後の記者会見で細川護熙首相
が「私は先の大戦を侵略戦争、間違った戦争だと認識しています」と発言した104。この発言














6 月の社会党の村山富市政権の誕生であった。社会党は、戦後 50 年という節目の年に、植
民地支配と侵略戦争の反省と謝罪を示すことを重視していたのである(梶本・園田・浜谷 
2011) 105。村山政権の謝罪を示すための国会決議に対して反発を見せたのが日本遺族会で
                                                 
















などしたが、議論は平行線をたどった。1995 年 6 月 9 日、衆議院本会議で「歴史を教訓に
平和への決意を新たにする決議」(以下、「戦後五十年決議」)が採択されたのである107。 
戦後五十年決議をめぐって論争が生じたことにより、マス・メディアは批判的に報道した。
例えば、『毎日』(1995 年 6 月 8 日)は「言葉は並んでいるが、もう一つ心が伝わってこない。
この程度の文案をまとめるのに、なぜこんなに時間がかかったのだろうか。……決議案は極
めてあいまいで、インパクトに欠ける」と述べ、『朝日』(1995 年 6 月 8 日)は、「今回の決
議とりまとめまでの経過やその文案は、決して胸を張って誇れる内容とは言えない」として





                                                 
「談話はわが国の過去の侵略行為や植民地支配について『深い反省の気持ち』を示すとともに、
過去の歴史にかかわる一連の取り組みを明らかにしたものである。……『この気持ち』を国民と分
かつ国民参加の道を探求するとした。」(『読売』1994 年 9 月 1 日) 
「民間基金による「見舞金」で国家としての「謝罪」になるのかどうか。……この方式をとろう
とするのなら、政府が責任を痛感していることを、彼女たちの心に響くように伝えるため、さまざ
まな努力をしていくべきだろう。」(『朝日』1994 年 9 月 2 日) 
「歴史の直視。おわび。償い。過去の侵略戦争と植民地支配を心から反省するなら、この三つ
が履行されなければならない。どれ一つ欠けても、不十分であっても、真の反省にはならない。











は、民間団体との連携で、街頭デモ行進などが行われた(波多野 2011: 177-178)。 





































109 『産経』は、6 月の主張で 4 度もこの問題を取り上げるなど、きわめて高い関心を持ち報道して
いた(6 月 1 日、6 月 7 日、6 月 11 日、6 月 15 日)。すべての主張において析出されたフレームは
「正当化」フレームであった。 
110 朝日新聞世論調査によると、支持率は 42%(1994 年 7 月時点 38%)で、不支持率は 39%(同 43%)
であった。また、発足後ほぼ一年になる村山内閣を、評価している人は 51%、評価していない人は
46%だった。読売新聞世論調査でも同様の傾向を示し、前回よりも上昇していた。 




















できたと率直に評価しておきたい。」(『毎日』1995 年 8 月 16 日) 
「歴史を直視しようとしない政治家との妥協や目先の政争によって、戦後五十年の国
会決議はもみくちゃにされた。そのみじめな内容を思えば、首相談話はせめてもの救い




















































































とがあってはならない。」(『読売』1997 年 1 月 31 日)  
「『人権』団体や『民主』団体を称しながら、基本的人権である言論の自由を押しつぶ
そうとするこうした動きは、言論には言論で対抗するという民主主義の基本ルールの破















認識問題に関する様々な出来事が生じていることである。1997 年 1 月、西尾幹二や藤岡信
勝らによって「自由主義史観」の観点から「新しい歴史教科書をつくる会」が結成された。




また、1997 年 3 月は慰安婦問題に関して、強制連行の「真実性」は何かを問う報道がな
された。3 月 9 日、『産経』は河野談話の認めた慰安婦の強制連行の証拠が全くなく、政治
的な圧力によって強制連行を認めた石原信雄官房副長官(1993 年当時)の発言を一面で報道
した116。その数日後には平林博内閣外政審議室長が石原官房副長官の発言内容を認め、強制
連行の証拠がないことを追認したのである。また、『朝日』は 3 月 31 日、先述した吉田清
治が証言した「慰安婦狩り」（吉田証言）が完全には確認できないことを認めた。 









                                                 


















のにする。」(『読売』1997 年 6 月 28 日) 
「歴史教育は、次の世代に、日本の姿を正しく認識させるためにある。……過去をみ
る視点を可能な限り、複眼的・多面的なものにする方向で見直すべき時期に来ている。」











言論封じだ。」(『読売』1998 年 8 月 4 日) 
 

























































ある(中野 2002: 25) 121。『読売』は 1992 年 12 月に憲法についての外部有識者による憲法




























































































第二は、第二次安倍政権の 2014 年・2015 年に争点化した慰安婦問題である。2012 年、
安倍晋三は自民党総裁に返り咲き、12 月には政権交代を果たした。戦後レジームの脱却を
訴える第二次安倍政権は、2014 年 6 月に河野談話が政治的に作成されたものであることを
報告書としてまとめ、発表した。それはまさに、戦後レジームを脱却し「政治大国」として
の日本を構築する中で、慰安婦という日本による過去の植民地支配を想起させる問題の従
来の見解を再検討しようとする試みであった。そして 2015 年 12 月には日韓間で合意し、




                                                 
















2007 年 1 月 31 日、慰安婦決議案が米下院で提出される125。そして 2 月 12 日、米下院外
交委員会アジア太平洋地球環境小委員会が元慰安婦を招いて公聴会を開いた。こうしたア
メリカの動きに反発した議員の会のメンバーは、2 月 14 日の会合で「従軍」慰安婦という













                                                 
125 2007 年 1 月 31 日に提出された慰安婦決議案の原案は慰安婦を「人身売買」された「性奴隷」と
みなしている。そこでは、談話の否定やアジア女性基金の活動終了を迎えることから、日本政府に
新たな謝罪を要求し、「性奴隷化や人身売買は決してなかったとするいかなる主張に対しても、明確
かつ公的に反論すべき」としている(Congressional Record, January 31, 2007)。 
126 また、麻生太郎外相や下村博文官房副長官からも河野談話見なおしを容認する発言が相次いでい
た。そうした状況の中、安倍首相は下村官房副長官の助言を得て、慰安婦決議案の採択を回避させ































う。」(『読売』2007 年 3 月 7 日) 


















年 3 月 10 日) 
「最近の慰安婦問題をめぐる国内外の論争が、今後の(歴史教科書)検定に微妙な影響を
及ぼすことを懸念する声がある。政治や外交などに翻弄されることなく、客観的で公正な






それこそが品格ある国家の姿ではないか。」(『朝日』2007 年 3 月 10 日) 
「強制連行があったのか、なかったのかにいくらこだわってみても、そうした事実が変
わることはない。そう考えるからこそ、首相は改めてお詫びの気持ちを表しているのでは
ないか。」(『朝日』2007 年 3 月 28 日) 
 
米メディアにおいて、それまでほとんど報道されなかった慰安婦問題が 2007 年 3 月は特
に取り上げられた(図 10 参照)。米メディアの報道が集中していた時期には「正当化」フレ
ームを適用している『読売』『産経』の報道量と、「反省」フレームを適用している『朝日』
『毎日』の報道量には、大きな差異は見られなかった(図 11 参照)。 
安倍政権が 4 月に明確に「河野談話の継承」を打ち出したことで、『毎日』は 3 月中に見
られた安倍首相の曖昧な対応に関して批判を繰り広げる129。他方、安倍首相が河野談話の継




検索ワード:Comfort women and Japan, 検索期間:2007 年, 
検索ソフト:Lexis Nexis          












図 11 日本メディアの報道件数 







































日』2007 年 6 月 28 日) 
                                                 
をしてもとがめない。こうした姿勢が拉致問題解決を訴える日本の外交にマイナス影響を与えてい
ることを深刻に受け止めるべきだ」と主張されている(2007 年 4 月 25 日)。 






131 米国下院議会議事録によると、慰安婦決議案の共同提案者数は、最終的に 167 名だが、その 3
分の 1(52 名)は 3 月に名を連ねていた。4 月の安倍首相の謝罪が届いたのか、提案者の増加数は 3 月
















ていた(図 12)。投書数は、2000 年代では 2007 年が最も多く、その中でも『朝日』のもの
が突出しており、『朝日』『毎日』の合計と比較すると『読売』『産経』の投書数は極めて少














産経に関しては、2006 年 8月以降データベース上に投書欄を保存していないため、その間はマイクロフィルムを用いた。 


































声は収まらなくなった。2011 年 8 月 30 日、韓国の憲法裁判所によって、元慰安婦の賠償
請求について韓国政府が解決しようと努力しないのは「違憲」であるとの判決が下された。
この結果、韓国政府は日本政府に慰安婦問題への対応を促さざるを得なくなった。また、
2011 年 12 月 14 日には、在ソウル日本大使館前で毎週水曜日に行われていたデモ(水曜デ





































でなく、今を生きる女性たち、さらには米兵をも侮辱するものだ。」(『朝日』2013 年 5 月 15 日) 
「野党第二党の党首の言動が、「戦場と性の問題に鈍感な国」というイメージを拡大しかねな





実を踏まえた見直しが必要だ」(『読売』2013 年 5 月 15 日) 
「今の時代に政治家がこうしたことを公言するのは女性の尊厳を損なうものといわざるを得な
い。許されない発言である。……いわれなき批判を払拭すべきだという点は妥当としても、橋下



















































（２）－１．2014 年 6 月：河野談話作成過程の再検討と報告 


















慮を優先したのは明らかであるとして、河野談話の信頼性、正当性が欠如していると論じた。   
 
「事実関係よりも政治的妥協と外交的配慮を優先したのは明らかだ。きわめて問題の
多い“日韓合作”の談話といえよう。」(『読売』6 月 22 日) 
「強制性を裏付ける証拠のないまま、韓国の修正要求を入れ作成された過程が政府の










「もう談話に疑義をはさむのはやめるべきだ。」(『朝日』6 月 21 日) 
「事前調整があったのは、韓国が受け入れ可能な内容でなければ意味がないと日本も
考えたからだろう。そのことで談話の信頼性や正当性が損なわれたと考えるのは誤りだ。」







合が 50%(3 月 17 日)と半数が賛成していた。しかし、同時に、河野談話を引き継ぐ安倍首





する世論が 76.1%に達した(『産経』7 月 1 日)。すなわち、河野談話は慰安婦の実態が調査
されないまま政治的に作成されたものと見なされたのである。 
 
（２）－２．2014 年 8 月 5 日：朝日新聞問題 


















 慰安婦が日本社会で本格的に注目されるようになったのは、1992 年 1 月に慰安婦に関す
る史料が発見されたことがきっかけであった。しかし、慰安婦問題は 70 年代から日本社会








吉田証言は 1982 年 9 月 2 日の大阪版『朝日新聞』に「朝鮮の女性 私も連行」「元動員
指揮者が証言 暴行加え無理やり 37 年ぶり 危機感で沈黙破る」という見出しで掲載さ







                                                 







































すべきではない。」(『毎日』2014 年 9 月 12 日) 
                                                 
141 それはまさに、講演でも教科書問題に吉田清治が言及したと記事で指摘したうえで、「吉田さん
に 37 年間の沈黙を破らせたのは、こうした歴史の逆流傾向に対する危機感だという」と述べている















吉田氏の証言が引用された」(『読売』2014 年 9 月 12 日) 
「朝日新聞の慰安婦報道は、日本と日本人の尊厳や国益を大きく損ねており、全面的
な徹底検証を求めたい」(『産経』2014 年 9 月 12 日) 
 
 このように、「反省」「正当化」フレームによって編制された言説は、この出来事によって







（２）－３．2015 年 8 月 15 日：安倍談話の発表、2015 年 12 月末：日韓合意 
このように、慰安婦問題に関して「正当化」フレームに基づく言説の勢いが増していた。
2015 年になり、戦後 70 年の節目に向けた首相談話の作成が争点となっていった。安倍首







2000 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15









う観点から出したい」と NHK の討論番組(1 月 26 日)で発言していた。そのため、談話には
村山談話に見られたような「植民地支配」「侵略」「お詫び」といった文言が入らないのでは











査（2015 年 2 月 17 日）によると、政府が今年発表する予定の戦後 70 年談話について、戦
後 50 年と 60 年の談話に入っていた「植民地支配と侵略」「痛切な反省」「心からのおわび」
という言葉を「入れるべきだ」と答えた人は 52%、「その必要はない」と答えた人は 31%で
あった。安倍内閣支持層でも「入れるべきだ」は 50%、「その必要はない」は 35%であった。














こうした二分された世論を受けて、8 月 6 日、「21 世紀構想懇談会」が安倍談話の下敷き
となる報告書を安倍首相に提出した。その報告書では、明治維新以降の日本が歩んできた歴
史の中に先の大戦を位置付けると同時に、先の大戦について、日本が「侵略」を拡大し「無
謀な戦争」を行った主張した。8 月 14 日に安倍首相は戦後 70 年談話を閣議決定し、発表し
た143。 
この安倍談話に対して、慰安婦問題で関係が悪化していた韓国の朴槿恵大統領は 8 月 15
日の演説で「残念な部分が少なくない」としながらも、「謝罪と反省を根幹にした歴代内閣
の立場がこれからも揺るぎないと国際社会に明らかにした点に注目する」と述べた。こうし
た談話を受けて、11 月 2 日に 3 年半ぶりに行われた日韓首脳会談で慰安婦問題の早期妥結






















































































う思う」と答えた人の割合が全体では 51%で、20 歳以上だと 54%であった。2000 年調査
でも「侵略戦争だった」という評価に対して、「そう思う」と答えた人の割合は全体で 51%
と全体で見ると変化は見られなかった。しかし、2000 年調査では「そう思う」と答えた人


















流国だ」という問いに対して「そう思う」と答える人の割合が 2008 年には 39%だったもの


















                                                 


















































が著しく傷つけられてきたことだ。」(『産経』2015 年 12 月 29 日) 
「そもそも、慰安婦問題が女子差別撤廃委員会で取り上げられるのは、『自由が奪われ
た』などとして女性の人権問題とみなされているからだろう。話の前提からすり替えられ、




























































































































































































アーモンド, G.A.、ヴァーバ, S. (1962=1974)『現代市民の政治文化：五カ国における政治的
態度と民主主義』石川一雄ほか訳、勁草書房。 
Altheide, D.L. (1984) “Media Hegemony: A Failure of Perspective” The Public Opinion 
Quarterly, vol.48, no.2, pp.476-490. 
青木保(1999)『「日本文化論」の変容：戦後日本の文化とアイデンティティー』中公文庫。 
Bahador, B. (2007) The CNN Effect in Action: How the News Media Pushed the West 
toward War in Kosovo. Palgrave. 
ベイトソン, G. (1972=2000)『精神の生態学：改訂第二版』佐藤良明訳、新思索社。 
Bennett, Lance W. (1990) “Toward a Theory of Press-State Relations in the United 
States.” Journal of Communication, vol.40, no.2, pp.103-125. 
バーガー、P., ルックマン、T. (1966=2003)『現実の社会的構成：知識社会学論考』山口節
郎訳、新曜社。 
Campbell, D. (1998a) Writing Security: United States Foreign Policy and the Politics of 
Identity, Revised Edition. Manchester.  
Campbell, D. (1998b) National Deconstruction: Violence, Identity, and Justice in Bosnia, 
University of Minnesota Press. 
カペラ, J.N.、ジェイミソン, K.H. (1997=2005)『政治報道とシニシズム：戦略型フレーミ
ングの影響過程』ミネルヴァ書房。 
カー, E. H. (1981＝2011)『危機の二十年：理想と現実』原彬久訳、岩波文庫。 
チョムスキー, N.、ハーマン, E.S.(2002=2007a)『マニュファクチャリング・コンセント(上)：
マスメディアの政治経済学』。中野真紀子訳、トランスビュー。 
チョムスキー, N.、ハーマン, E.S. (2002=2007b)『マニュファクチャリング・コンセント(下)
マスメディアの政治経済学』中野真紀子訳、トランスビュー。 
鄭大均(1995)『韓国のイメージ：戦後日本人の隣国観 増補版』中公新書。 




Cohen, B.C. (1973) Public’s Impact on Foreign Policy. Little Brown Book Group. 
Congressional Record (January 31, 2007) “110th Congress 1st Session H.RES.212” アメ
リ カ 議 会 図 書 館 HP よ り ＜ https://www.congress.gov/110/bills/hres121/BILLS-
110hres121ih.pdf＞（最終閲覧日：2017 年 1 月 4 日）。 
Cull, N.J. (2008) The Cold War and the United States Information Agency: American 
Propaganda and Public Diplomacy, 1945-1989. Cambridge. 
Cull, N.J. (2009) “Public Diplomacy before Gullion: The Evolution of a Phrase” Snow, N. 
and Taylor, P.M. (eds.) Routledge Handbook of Public Diplomacy. Routledge. pp.19-23. 
Cull, N.J. (2012) The Decline and Fall of the United States Information Agency: 
American Public Diplomacy, 1989-2001. Palgrave.  
D’Angelo, P. (2002) “News Framing as a Multiparadigmatic Research Program: A 
Response to Entman” Journal of Communication, pp. 870-888. 
Davidson, P.W. (1963) “Political Communication as an Instrument of Foreign Policy” 
Public Opinion Quarterly, vol.27, no.1, pp.28-36. 
ダヤーン, D.、カッツ, E. (1992=1996)『メディア・イベント：歴史をつくるメディア・セレ
モニー』浅見克彦訳、青弓社。 
de Vreese, C.H. (2004) “The Effects of Frames in Political Television News on Issue 
Interpretation and Frame Salience” Journalism & Mass Communication Quarterly, 
vol.81, no.1, pp.36-52。 
Entman, R.M. (1993) “Framing: Toward Clarification of a Fractured Paradigm” Journal 
of Communication, 43(4), pp.51-58. 
Entman, R.M. (2004) Projections of Power: Framing News, Public Opinion and U.S. 
Foreign Policy. University of Chicago Press. 
Entman, R.M. (2008) “Theorizing Mediated Public Diplomacy: The U.S. Case” The 
International Journal of Press/Politics, vol.13, no.2, pp.87-102. 
Entman, R.M. and Rojecki, A. (1993) “Freezing out the Public: Elite and Media Framing 
of the U.S. Anti-Nuclear Movement,” Political Communication, vol.10, pp.155-173. 
Fairclough, N. (1995) Media Discourse. Arnold. 










Gamson, W.A. (1985) “Goffman’s Legacy to Political Sociology” Theory and Society, vol.14, 
no.5, pp.605-622. 
Gamson, W.A. (1988a) “Political Discourse and Collective Action” International Social 
Movement Research, vol.1, pp.219-244. 
Gamson, W.A. (1988b) “The 1987 Distinguished Lecture: A Constructionist Approach to 
Mass Media and Public Opinion” Symbolic Interaction, vol.11, no.2, pp.161-174. 
Gamson, W.A., and Modigliani, A. (1989) “Media Discourse and Public Opinion on 
Nuclear Power: A Constructionist Approach” American Journal of Sociology, 95(1), pp. 
1-37. 
言論 NPO(2015)「第 3 回日韓共同世論調査結果」言論 NPO ホームページより＜
http://www.genron-npo.net/pdf/150529.pdf＞（閲覧日：2016 年 12 月 24 日）。 
Gilboa, E. (2005) “Media-Broker Diplomacy: When Journalists Become Mediators” 
Critical Studies in Media Communication, vol.22, no.2, pp.99-120. 
Gilboa, E. (2008) “Searching for a Theory of Public Diplomacy” The Annals of the 
American Academy of Political and Social Science, vol.616, pp.55-77. 
Gitlin, T. (2003) The Whole World Is Watching: Mass Media in the Making and 
Unmaking of the New Left, with a New Preface. University of California Press. 
Goffman, E. (1974=1986) Frame Analysis: An Essay on the Organization of Experience, 
With a New Foreword by Bennet Berger. Northeastern University Press. 









Crises: Does it Pressure or Distort Foreign Policy Decisions” Working Paper of the 
Joan Shorenstein Center Press-Politics, J.F. Kennedy School of Government, Harvard 
University. 
Hall, S. (1980) “Encooding/Decoding” Hall, S., Hobson, D., Lowe, A. and Willis, P. (eds.) 
Culture, Media, Language. Hutchinson, pp. 128-138. 
Hallin, D.C. (1986) The “Uncensored War”: The Media and Vietnam. University of 
California Press.  
Hallin, D.C. (1994) We Keep America on Top of the World: Television Journalism and the 
Public Sphere. Routledge. 
Hansen, L. (2011) “Theorizing the Image for Security Studies: Visual Securitization and 









文化』11 号、pp. 81-98。 








Jakobsen, P.V. (2000) “Focus on the CNN Effect Misses the Point: The Real Media Impact 


















烏谷昌幸(2014)「メディア・フレームとメディアの権力――The Whole World is Watching
を読む――」『メディア・コミュニケーション』64 号、pp.5-23。 
加藤典洋(2005)『敗戦後論』ちくま文庫。 























0houkokusho_2.pdf＞（最終閲覧日：2017 年 1 月 4 日）。 
Lasswell, H. (1927) “The Theory of Propaganda” American Political Science Review, 
vol.21, no.3, pp.627-631. 
Le, E. (2006) The Spiral of ‘Anti-Other Rhetoric’: Discourses of Identity and the 







Lilleker, D.G. (2006) Key Concepts in Political Communication. Sage Publications. 
Lippmann, W. (1920) Liberty and the News. Harcourt, Brace and Howe. 
Lippmann, W. (1922) Public Opinion. Dover Publications, Inc. 
Livingston, S. (1997) “Clarifying the CNN effect: An examination of media effects 
according to Type of Military Intervention” Working paper of the Joan Shorenstein 
Center Press-Politics, J.F. Kennedy School of Government, Harvard University. 
Livingston, S., & Eachus, T. (1995) “Humanitarian Crises and U.S. Foreign Policy: 
Somalia and the CNN Effect Reconsidered” Political Communication, 12, 413-429. 
毎日新聞社編(1996)『岩波書店と文藝春秋：『世界』『文藝春秋』に見る戦後思潮』毎日新聞
社。 






McCarthy, D. (2015) Power, Information Technology, and International Relations Theory: 
The Power and Politics of US Foreign Policy and the Internet. Palgrave Macmillan.  
ミラー, J.D.B. (1995＝2002)「ノーマン・エンジェルと国際関係における合理性」ロング, 
D. & ウィルソン, P.『危機の 20 年と思想家たち―戦間期理想主義の再評価』宮本盛太郎、
関静雄監訳、ミネルヴァ書房、pp. 111-136。 
Milliken, J. (1999) “The Study of Discourse in International Relations: A Critique of 
Research and Method” European Journal of International Relations. vol.5, no.2, 
pp.225-254. 
三谷文栄(2013)「CNN 効果論の展開と動向：フレーム概念をめぐる一考察」『メディア・コ
ミュニケーション』63 号, pp.129-137。 
Mitani, F. (2013) “Media Discourse on the Japanese History Textbook Controversy of 
1982: From the Perspective of Foreign Policy and Media Frame” GSTF Journal on 
Media & Communications, Vol. 1, No. 1, pp. 1-8. 
モーゲンソー, H.J. (1978=1998)『国際政治：権力と平和』現代平和研究会訳、福村出版。 
森元孝(2001)『アルフレッド・シュッツ――主観的時間と社会的空間』東信堂。 






内閣総理大臣官房広報室編(1970)『昭和 43 年版 世論調査年鑑』大蔵省。 
内閣総理大臣官房広報室編(1975)『昭和 48 年版 世論調査年鑑』大蔵省。 
ニューマン, W.L.、ジャスト, M.R.、クリグラー, A.N. (1992=2008)『ニュースはどのように
理解されるか：メディアフレームと政治的意味の構築』川端美樹・山田一成監訳、慶應義
塾大学出版会。 
NHK 放送世論調査所編(1982a)『図説戦後世論史 第二版』NHK ブックス。 
NHK 放送世論調査所編(1982b)『NHK 世論調査資料集』NHK サービスセンター。 








Nye, J.S. (2008) “Public Diplomacy and Soft Power” The Annals of the American 
Academy of Political and Social Science, vol.616, pp.94-109. 
Oehlkers, P.W. (2000) “Mediating News: The ‘International Media Echo’ and Symbolic 
International Relations” Malek, A. and Kavoori, A.P. (eds.) The Global Dynamics of 




大賀哲(2007)「WTO と FTA をめぐる政策言説と政策空間――外務省と経産省における地




















Pan, Z. and Kosicki, G.M. (1993) “Framing Analysis: An Approach to News Discourse” 
Political Communication, vol.10, pp.55-75. 
朴裕河(2014)『帝国の慰安婦：植民地支配と記憶の戦い』朝日新聞出版。 
Price, V. and Tewksbury, D. (1997) “News Values and Public Opinion: A Theoretical 
Account of Media Priming and Framing” Progress in Communication Science, vol. 13, 
pp.173-212. 
Psathas, G. (2014) “Goffman and Schutz on Multiple Realities” Staudigl, M. and Berguno, 
G. (eds.) Schutzian Phenomenology and Hermeneutic Traditions, Springer, pp.201-221.  
Reese, S.D. (2010) “Finding Frames in a Web of Culture: the Case of the War on Terror” 
D’Angelo, P. & Kuypers, J.A. (eds.) Doing News Framing Analysis: Empirical and 
Theoretical Perspectives. Routledge. 
リッチ, P. (1995=2002)「アルフレッド・ジマーンの慎重な理想主義――国際連盟、国際教
育、連邦」ロング, D. & ウィルソン, P.『危機の 20 年と思想家たち―戦間期理想主義の
再評価』ミネルヴァ書房、pp. 87-109。 
Robinson, P. (2002) The CNN Effect: The Myth of News, Foreign Policy and Intervention. 
Routledge. 




Scheufele, B.T. and Scheufele, D.A. (2010) “Of Spreading Activation, Applicability, and 
Schemas,” D’Angelo, P. and Kuypers, J.A. (eds.) Doing News Framing Analysis: 
Empirical and Theoretical Perspectives. Routledge, pp. 110-134. 
シュッツ, A. (1970=1996)『生活世界の構成――レリヴァンスの現象学』ゼイナー、R.M.編、
那須寿ほか訳、マルジュ社。 
新聞通信調査会(2011)「第 4 回 メディアに関する世論調査」新聞通信調査会 HP より＜
http://www.chosakai.gr.jp/notification/pdf/report4.pdf＞（閲覧日：2017 年 1 月 4 日）。 
スティール, R. (1980=1982)『現代史の目撃者(上)：リップマンとアメリカの世紀』浅野輔
訳、TBS ブリタニカ。 




Operations. United States Institute of Peace. 
鈴木二郎(1969)『人種と偏見』紀伊国屋書店。 












トムリンソン, J. (1991=1997)『文化帝国主義』片岡信訳、青土社。 
津田正太郎(2016)『ナショナリズムとマスメディア：連帯と排除の相克』勁草書房。 
つくる会 web ニュース(2007 年 3 月 9 日)「自民党議連が「河野談話」の再検証を政府に提
言、米議会での決議案阻止と「慰安婦問題」の再調査を求める、民主党も「慰安婦」「南
京問題」で議連立ち上げへ」新しい歴史教科書をつくる 会 HP よ り＜
http://www.tsukurukai.com/01_top_news/file_news/news_070309.htm＞（最終閲覧日：






Tsuruki, M. (1982) “Frame Imposing Function of the Mass Media: As Seen in the 






タックマン, G. (1978=1991)『ニュース社会学』鶴木眞・櫻内篤子訳、三嶺書房。 
Tversky, A. and Kahneman, D. (1981) “The Framing of Decisions and the Psychology of 
Choice” Science, vol. 211, No. 30, pp. 453-458. 
上杉隆(2007)『官邸崩壊：安倍政権迷走の一年』新潮社。 
Van Dijk, T.A. (1988) News as Discourse. Routledge. 
バー、V. (1995=1997)『社会構築主義への招待』田中一彦訳、川島書店。 
Verhoeven, J.C. (1993) “An Interview with Erving Goffman, 1980” Research on Language 




Watanabe, A. (2001) “Japan’s Position on Human Rights in Asia.” Maswood, S.J. ed. 








Zaller, J. and Chiu, D. (2000) "Government's Little Helper: U.S. Press Coverage of 
Foreign Policy Crises, 1946-1999" Nacos, B.L., Shapiro, R.Y. and Isernia P. (eds.) 
Decisionmaking in a Glass House: Mass Media, Public Opinion and American 
European Foreign Policy in the 21st Century. Rowan & Littlefield Publisher, pp. 61-
84. 
 
 
